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令和8年版情報通信白書
私の注目ポイント



2総務省「令和8年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-11-1 情報通信機器の世帯保有
率の推移（出典）総務省「通信利用動向調査」

情報通信機器の
世帯保有率

スマホ：9割
※最も世帯保有率が高い

パソコン：6.4割
※ゆるやかに減少傾向

固定電話：5割強
※5割弱の世帯にはない

FAX：2.5割弱
※3/4の世帯にはない



年齢階層別インターネット利用率

3
総務省「令和8年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-11-3 年齢階層別インターネット利用率（出典）総務省「通信利用動向調査」

60代は9割
70代は7割
80代は4割弱



世帯年収別インターネット利用率

4
総務省「令和8年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-11-4 世帯年収別インターネット利用率（出典）総務省「通信利用動向調査」

世帯年収が低いほど利用率も低い
※ただしその層には高齢者が多い



パーソナルデータ提供に対する認識の有無

5

プラットフォーム企業のサービス利用におけるパーソナルデータ提供について、認識が弱い日本

総務省「令和8年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-11-8 パーソナルデータ提供に対する認識の有無 （出典）総務省（2026）「国内外における最新の情報通信技術の研究開発及びデジタル活用の動向に関する調査研究」



パーソナルデータ提供が必要なサービスへの懸念

6
総務省「令和8年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-11-9 パーソナルデータの提供が必要なサービスに対する懸念（出典）総務省（2026）「国内外における最新の情報通信技術の研究開発及びデジタル活用の動向に関する調査研究」

• 米国・ドイツも懸念が低いわけではない
• 日本の懸念は殆どの項目で最も低く、

「特に懸念はない」が顕著に高い



7
総務省「令和8年版情報通信白書」【関連データ】パーソナルデータを提供してもよいと思う条件（出典）総務省（2026）「国内外における最新の情報通信技術の研究開発及びデジタル活用の動向に関する調査研究」

（プラットフォーマとは限らないが）
データ漏洩事案が相次いでいることは、
国民のネット利用に大きな負の影響を
与える可能性

プラットフォーマーへパーソナルデータを
提供してもよいと思う条件



企業のデジタル化の取組状況（各国比較）
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日本ではデジタル
化に関連する取組
を未実施と回答し
た割合が約50％
他の3か国に比べ
デジタル化の取組
が遅れている

総務省「令和8年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-11-18 デジタル化の取組状況（各国比較）（出典）総務省（2026）「国内外における最新の情報通信技術の研究開発及びデジタル活用の動向に関する調査研究」



デジタル化の取組状況（日本：企業規模別比較）

9
総務省「令和8年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-11-18 デジタル化の取組状況（日本：企業規模別比較）（出典）総務省（2026）「国内外における最新の情報通信技術の研究開発及びデジタル活用の動向に関する調査研究」

企業規模別では
大企業で約25％、
中小企業で約70％
が「未実施」



テレワーク導入率の推移

10
総務省「令和8年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-11-22 テレワーク導入率の推移（出典）総務省「通信利用動向調査」

オフィス回帰という報道
もあるが、「導入率」に
おいては横ばい



テレワーク・オンライン会議の利用状況
（国際比較）

11
総務省「令和8年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-11-23 テレワーク・オンライン会議の利用状況（国際比較）（出典）総務省「通信利用動向調査」

日本は「必要ない」の
割合が高いが
積極活用・数回利用の
割合も高い
中国以外は2極化？



自治体職員のテレワーク導入状況

12
総務省「令和8年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-11-32 職員のテレワーク導入状況（出典）総務省「地方公共団体におけるテレワーク取組状況の調査」を基に作成

都道府県・政令市は100％だが
市区町村の導入状況が低く、横ばい



電子行政サービスの利用状況（国別）

13
総務省「令和8年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-11-25 電子行政サービスの利用状況（国別）（出典）総務省（2026）「国内外における最新の情報通信技術の研究開発及びデジタル活用の動向に関する調査研究」

日本は「必要ない」の
割合が高いが
積極活用・数回利用の
割合も比較的高い



デジタル赤字の急拡大とその要因

14
総務省「令和8年版情報通信白書」14. デジタル関連サービス収支の推移（出典）財務省「国際収支統計」を基に総務省作成

「財務省国際収支統計のサービス収支における「コンピュータサービス」、「著作権等使用料」、「専門・経営コンサルティングサービス」の収
支（デジタル関連収支）の合計は近年支払超過で推移しており（いわゆる「デジタル赤字」）、2025年では、約6.6兆円の支払超（前年比約0.1兆
円の支払超過額の減）となっている。なお、これら区分の中にはデジタル分野以外のサービスに係る収支も含まれる点に注意が必要である。
クラウドサービスやオンライン会議システムの利用料といったコンピュータサービスが大宗を占める「通信・コンピュータ・情報サービス」に
ついては、国・地域別の収支額をみると、2025年は米国、オランダ、シンガポールの順に支払超過額の規模が大きい」



人口100人あたりのモバイルブロードバンド契約数

15
総務省「令和8年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-2-2 人口100人あたりのモバイルブロードバンド契約数（出典）OECD

日本は100人あたりのモバイルブロードバンド契約数が多く、
しかもデータ専用契約の割合が高い



我が国の5G人口カバー率

16
総務省「令和8年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-2-6 我が国の5G人口カバー率（2024年度末）（出典）総務省「5Gの整備状況（令和6年度末）の公表」

一部、地域的な偏りはあるが
ほぼすべての人口を５G がカバー



インターネットトラヒックの推移
（固定系・移動系、ダウンロードトラヒック）

17
総務省「令和8年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-2-7インターネットトラヒックの推移（固定系・移動系、ダウンロードトラヒック）
（出典）総務省（2026）「我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計結果（2025年11月分）」

コロナ期に大きな伸びがあったが
その後も増加は継続



違法・有害情報に関する相談などの件数の推移

18
総務省「令和8年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-2-14 違法・有害情報に関する相談などの件数の推移（出典）総務省作成

2015年と2021年に大きな伸びが見られるが、
ゆるやかな増加傾向が続いている



日本の媒体別広告費の推移

19
総務省「令和8年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-3-12 日本の媒体別広告費の推移（出典）電通「Knowledge & Data 2025年 日本の広告費」を基に作成

全体は増加傾向。
「インターネット」の
成長が大きい



世界のICT市場における時価総額上位15社の変遷

20
総務省「令和8年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-6-1 世界のICT市場における時価総額上位15社の変遷 （出典）Wright Investors’ Service, Incより取得（2025年は2025年3月27日時点、2026年は2026年3月27日時点）1

• ひきつづきGAFAMが存在感
• 半導体企業が増加



米中のプラットフォーム事業者の売上高の推移

21
総務省「令和8年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-6-2 米中のプラットフォーム事業者の売上高の推移（出典）Statistaデータ、各社決算情報を基に作成



新たに資金調達を受けたAI企業数（国別・2025年）

22
総務省「令和8年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-9-4 新たに資金調達を受けたAI企業数（国別・2025年）（出典）Stanford University「Artificial Intelligence Index Report 2026」



世界のサイバーセキュリティ市場規模の推移

23
総務省「令和8年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-10-1 世界のサイバーセキュリティ市場規模の推移（出典）Statista（2026年2月10日取得データ）を基に作成



サイバー攻撃関連の通信数の推移

24
総務省「令和8年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-10-3 NICTERにおけるサイバー攻撃関連の通信数の推移（出典）国立研究開発法人情報通信研究機構「NICTER観測レポート2025」を基に作成

NICTのダークネット
観測で確認された
2025年の1IPアドレス
当たりの観測パケッ
ト数（約250万パケッ
ト）は、2015年（約
25万パケット）と
比較して10倍に



日本のデータセンター市場規模（売上高）
の推移及び予測

25
総務省「令和8年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-8-2 日本のデータセンター市場規模（売上高）の推移及び予測（出典）Statista Market Insights（2026年4月1日取得データ）を基に作成



国別のデータセンター市場規模（売上高）
の推移と予測

26
総務省「令和8年版情報通信白書」国別のデータセンター市場（売上高）の推移と予測 （出典）Statista Technology Market Insights（2026年2月10日取得データ）を基に作成



日本郵便の総引受郵便物等物数は減少傾向

27
総務省「令和8年版情報通信白書」図表Ⅱ-1-12-5 総引受郵便物等物数の推移 （出典）日本郵便資料「引受郵便物等物数」各年度版を基に作成
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